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平成２８年度医政局所管補助事業に係る 

事業計画書・交付申請書の提出について 

 

 

 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて今般、厚生労働省医政局医療経理室長より各都道府県医政主管部(局)長宛に、

平成２８年度医政局所管補助事業に係る事業計画書・交付申請書の提出に関する事

務連絡が発出されました。 

 医療施設等施設整備費補助金のうち、「有床診療所等スプリンクラー等施設整備事

業」につきましては、平成２８年度予算案では９２億円が計上されております（別

添パワーポイント資料参照）。 

 都道府県から厚生労働省への事業計画書の提出期限は４月１８日（月）とされて

います。各都道府県における締め切りにつきましては、担当部局にご確認ください。 

 つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきますとともに、

郡市区医師会及び関係医療機関への周知方につきましてご高配賜りますようよろし

くお願い申し上げます。 

 



 

事 務 連 絡 

平成２８年３月１０日 

   

各都道府県医政主管部（局）長 殿 

 

 

                     厚生労働省医政局医療経理室長 

 

 

平成２８年度医政局所管補助事業に係る事業計画書・ 

交付申請書の提出について 

 

 日頃より、補助金業務の円滑な運営にご協力いただきありがとうございます。 

 

 平成２８年度の医政局所管事業に係る国庫補助金等の執行に当たっては、各都道府県

から提出された事業計画に基づき、効果的・効率的な配分や迅速な執行に努めることに

しています。 

つきましては、下記のとおり事業計画書・交付申請書の提出期限等をお知らせします

ので、ご対応方よろしくお願いいたします。 

 
※ この依頼は、予算成立後速やかに補助金を交付できるようにするために、現在国会で

審議中の政府予算案を前提にしています。 
 

 

記 

 

１ 事業計画書の提出を依頼する事業 

（１）医療施設等 施設 整備費補助金 

（２）医療施設等 設備 整備費補助金 

（３）医療提供体制施設整備交付金 

（４）医療提供体制推進事業費補助金 

 

２ 交付申請書の提出を依頼する事業 

（１）医療施設運営費等補助金 

（２）臨床研修費等補助金（歯科医師） 

 

３ 提出期限（※〆切りは厳守すること） 

（１）医療施設等施設整備費補助金  … 平成２８年４月１８日（月） 



（２）医療施設等設備整備費補助金  … 平成２８年４月１８日（月） 

（３）医療提供体制施設整備交付金  … 平成２８年４月１８日（月） 

（４）医療提供体制推進事業費補助金 … 平成２８年４月１８日（月） 

（５）医療施設運営費等補助金    … 平成２８年６月３０日（木） 

（６）臨床研修費等補助金（歯科医師）… 平成２８年５月３１日（火） 

 

４ 提出資料 

（１）医療施設等 施設 整備費補助金（事業計画書） 

 （有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業以外） 

ア 平成２８年度医療施設等施設整備事業計画総括表 

    （注）優先順位の高いものから順に入力すること。 

  イ 施設整備事業計画書（様式１－１～１０） 

  ウ 施設整備事業費内訳書（様式２） 

  エ 参考資料（整備図面・見積書等 ※対象面積・事業費の算出根拠がわかるもの） 

 

（有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業） 

ア 平成２８年度事業計画総括表（様式１） 

  イ 事業計画書（様式２） 

  ウ 参考資料（整備図面・見積書等 ※対象面積・事業費の算出根拠がわかるもの） 

 

（２）医療施設等 設備 整備費補助金（事業計画書） 

  ア 平成２８年度医療施設等設備整備事業計画総括表 

    （注）優先順位の高いものから順に入力すること。 

  イ 設備整備事業計画書（様式３－１～１６） 

  ウ 参考資料（見積書等 ※事業費の算出根拠がわかるもの） 

 

（３）医療提供体制施設整備交付金（事業計画書） 

  ア 医療提供体制施設整備交付金交付要綱（案）に規定する提出書類 

イ 医療提供体制施設整備事業計画書（様式４－１～４－２７） 

ウ 施設整備事業費内訳書（様式２） 

  エ 各都道府県における医療計画のうち事業計画該当部分の写し 

※医療計画等に基づく優先順位付けをする際には、事業計画書提出後の辞退等がないよう

十分に精査すること。  



 

（４）医療提供体制推進事業費補助金（事業計画書） 

ア 医療提供施設等の施設の運営及び設備整備等に関する計画（様式１－１） 

  イ 事業の実施に要する経費に関する調書（様式１－２） 

ウ 医療提供体制推進事業費補助金増額(対前年度要望額10％以上)理由一覧（別紙） 

（注）その他添付資料（各事業の事業計画書など）は、交付申請段階で提出していた

だくので計画提出段階では必要ない。 

 

  ※事業計画の提出から交付申請に至る流れについては、参考「医療提供体制推進事業費補

助金（統合補助金）の申請について」を参照 

※事業者からの要望は十分に精査し、事業費の過大な見積もり等により補助事業の効率的

な執行が妨げられることのないよう、真に必要な事業に特化して事業計画書を作成する

こと 

 

（５）医療施設運営費等補助金（交付申請書） 

医療施設運営費等補助金交付要綱（案）に規定する提出書類 

 

（６）臨床研修費等補助金（歯科医師）（交付申請書） 

臨床研修費等補助金交付要綱（案）に規定する提出書類 

 

５ 留意事項 

（１）建物整備の補助金等（施設整備補助金、施設整備交付金）については、特に以下

の点に留意すること。 

○ 医療施設等施設整備費補助金及び医療提供体制施設整備交付金の事業計

画の協議に当たっては、「医療施設等施設整備費の国庫補助にかかる協議

等について」（平成９年４月３０日健政発第４２７号関係部局長通知）の

内容を十分踏まえ、事業計画書を提出すること。 

○ 事業の実施に伴い、過去に補助金等を用いて整備した施設等で財産処分

を要するものについては、「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産

処分について」（平成２０年４月１７日医政発第0417001号厚生労働省医

政局通知）に基づき所要の手続を行うこと。 

○ 建築構造が従来の鉄筋コンクリート、ブロック、木造に該当しない構造

における国庫補助基準単価の適用については、次のように取り扱うことと

するので留意されたい。 



ア 鉄骨鉄筋コンクリート造については「鉄筋コンクリート」単価を適用

する。 

イ 鉄骨構造、その他の構造の場合で、強度・耐久性が鉄筋コンクリート

造と同等の工法である場合には、「鉄筋コンクリート」単価を用い、そ

の他は「ブロック」単価を適用する。 

なお、「鉄筋コンクリート」単価を用いる場合は、強度・耐久性が鉄

筋コンクリート造と同等である旨を証明する書類（都道府県等の建築課

又は一級建築士等による証明）を添付すること。 

 

（２）事業計画策定及び交付申請に当たっては、関係法令、実施要綱及び交付要綱等を

遵守し、疑義については、事前に各担当者（※）に協議すること。 

 

（３）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、「医療施設等施設整備費補

助金、医療施設等設備整備費補助金等の消費税及び地方消費税に係る事務処理の

適正化について」（平成１７年９月２０日医政発第0900006号）に基づき所要の

手続きを行うこと。 

 

（４）政府全体で予算の早期執行に取り組んでいるところであるが、一部の都道府県か

らの書類の提出が遅れると全体の執行スケジュールが遅れることになるので、今

回お示しした提出期限については厳守いただきたい。また、間接補助事業者とな

り得る管内の施設等に対してもその旨、周知願いたい。 

 

【（※）担当者】 

「４ 提出資料」のうち 

（１）､（２）､（３）・・・決算第一係 深澤（fukazawa-kouji@mhlw.go.jp） 

（４）・・・・・・・・・・決算第一係 荒巻（aramaki-yuuki@mhlw.go.jp） 

（５）・・・・・・・・・・決算第一係 山本（yamamoto-yuuta@mhlw.go.jp） 

（６）・・・・・・・・・・決算第一係 金本（kanamoto-kiyotaka@mhlw.go.jp） 



参 考 

 

平成２８年度 医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金）の申請について 

 

 平成２８年度における統合補助金の執行は以下の流れで実施するので、各都道府県

におかれては留意されたい。 

 

【作業の流れ】 

     各都道府県に実施要綱・交付要綱の案を提示 

 

 

 

 

 

 

    各事業の計画額を調書にまとめ、厚生労働省に提出 

 

 

 

 

 

 

 

      厚生労働省、各都道府県に配分枠を内示 

 

 

 

 

 

 

 

       各都道府県、交付申請書等を提出 

 

 

 

 

 

 

 

             交付決定 

各都道府県において、各事業の計画額を概算 

厚生労働省において各都道府県から提出された事業計画額について、予算額を踏ま

えて調整（調整対象外事業については別途整理） 

各都道府県において、配分枠を踏まえ、各事業の事業費を調整し、交付申請書（事

業計画書を添付）を作成 

厚生労働省において各都道府県から提出された交付申請書等について審査。 



平成２５年に福岡市で発生した有床診療所の火災事故を踏まえ、医療機関等の入院患者の安全を
確保するため、火災発生時の初期消火を行うスプリンクラー等の設置に対する支援を行う。

（１）スプリンクラー設置 【基準額（定額） １７，５００円／㎡】

※注 H28.4～より全施設への設置が義務化される。（既存の施設への経過措置期間はH37.6.30まで）

（２）自動火災報知設備 【基準額（定額） １，０３０千円／施設】
火災によって生ずる熱、または煙を感知器で自動的に感知し、ベルなどを鳴動させることにより火災の発生を

防火対象物の関係者に報知するもの

※注 H27.4～より全施設への設置が義務化される。（既存の施設への経過措置期間はH30.3.31まで）

（３）火災通報装置 【基準額（定額） ３１０千円／施設】
火災が発生した場合、専用通報装置により、消防機関へ通報する装置

※注 H28.4～より全施設への設置が義務化される。（既存の施設への経過措置期間はH31.3.31まで）

有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業 平成28年度予算案 92.0億円
（参考）H25補正101.3億円、H26補正191.9億円

＜本事業の対象＞
・スプリンクラー、自動火災報知設備、火災通報装置
の設置に関する工事費又は工事請負費

＜本事業の対象となる施設＞
・有床診療所（歯科含む）、病院、有床助産所

過去１０年間（Ｈ１６～２５年中）の病院・診療所等の火災被害

（６）項イ（病院・診療所・助産所）

① 3000㎡未満
② 3000㎡以上
6000㎡未満

③ 6000㎡以上

火災発生総件数 391 111 360

死者総数 18 4 6

火災１００件あたりの死者数
（人/件）

4.6 3.6 1.7

※消防庁の「第３回有床診療所火災対策検討部会」資料より抜粋
スプリンクラーの設置義務がある②、③の方が①に比べ、火災100件あたりの死亡者数
が低くなっている。
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